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(百万円未満切捨て)
１．2024年３月期の連結業績（2023年４月１日～2024年３月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2024年３月期 33,508 △9.0 4,635 △15.4 4,593 △15.3 3,048 △48.0

2023年３月期 36,807 24.5 5,477 68.5 5,422 64.4 5,862 175.5
(注) 包括利益 2024年３月期 3,198百万円(△32.7％) 2023年３月期 4,751百万円( 160.7％)

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2024年３月期 134.10 － 7.9 2.5 13.8

2023年３月期 257.89 － 16.5 3.1 14.9
(参考) 持分法投資損益 2024年３月期 －百万円 2023年３月期 －百万円

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2024年３月期 193,398 40,142 20.6 1,763.62

2023年３月期 175,514 37,889 21.4 1,651.72
(参考) 自己資本 2024年３月期 39,786百万円 2023年３月期 37,556百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

2024年３月期 △14,865 △903 14,728 5,087

2023年３月期 △1,299 3,618 △1,157 6,095

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2023年３月期 － 11.00 － 14.50 25.50 605 9.9 1.6

2024年３月期 － 12.50 － 17.50 30.00 712 22.4 1.8

2025年３月期(予想) － 17.00 － 17.00 34.00 24.0

（注）2025年３月期（予想）の第２四半期期末配当及び期末配当には、それぞれ記念配当２円（年間４円）が含まれま
す。詳細は、本日（2024年５月８日）公表いたしました「剰余金の配当に関するお知らせ」をご覧ください。

３．2025年３月期の連結業績予想（2024年４月１日～2025年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり当期純
利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 34,500 3.0 4,800 3.5 4,700 2.3 3,200 5.0 141.85



※ 注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

新規 ―社 (社名)― 、除外 ―社 (社名)―

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2024年３月期 25,952,374株 2023年３月期 25,952,374株

② 期末自己株式数 2024年３月期 3,392,800株 2023年３月期 3,214,539株

③ 期中平均株式数 2024年３月期 22,731,544株 2023年３月期 22,730,746株

(注) 自己株式数については、「役員株式給付信託(BBT)」及び「従業員株式給付信託(J-ESOP)」制度に係る信託財産
として、株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)が所有している当社株式を含めて記載しております。

(参考) 個別業績の概要
１．2024年３月期の個別業績（2023年４月１日～2024年３月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2024年３月期 19,952 △23.9 1,732 △62.1 1,645 △63.6 1,116 △79.1

2023年３月期 26,232 △6.3 4,572 57.2 4,515 51.2 5,353 167.9

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2024年３月期 49.13 －

2023年３月期 235.50 －

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2024年３月期 175,386 37,122 21.2 1,645.54

2023年３月期 161,632 36,830 22.8 1,619.78

(参考) 自己資本 2024年３月期 37,122百万円 2023年３月期 36,830百万円

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想
の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料４ページ「１．経営成績等
の概況（４）今後の見通し」をご覧下さい。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけが2023年５月から

「５類感染症」へ移行したことにより社会・経済活動の正常化が進み、雇用・所得環境の改善や、インバウンド需

要の増加等、緩やかな景気の持ち直しが見られました。また、当社グループの主要地盤である九州におきましては、

半導体関連産業を中心とした大型投資が相次ぐなど民間企業の設備投資が活発化しており、地域経済への波及効果

が生じつつあります。当社グループが属するリース業界においても、業界全体の2023年４月～2024年３月累計のリ

ース取扱高は、４兆5,709億円、前年同期比7.6％増となりました。（出典：公益社団法人リース事業協会「リース

統計」）

一方で、ウクライナ情勢の長期化や不安定な中東情勢などの影響による資源・原材料価格の高騰のほか、為替相

場の急変動や国内金利の上昇が予想されることなどから、今後の事業環境の動向には注視が必要と考えておりま

す。

このような経営環境の下、当社グループの中期経営計画「共創2024 ～Challenge for the Future～」（計画期

間：2021年４月～2024年３月）の最終年度となった当連結会計年度において、各種施策を実践することにより、九

州発の総合金融サービス企業として、新たな価値や豊かな未来を創造することを目指し、「事業基盤の拡充」と

「企業態勢の高度化」の総仕上げに取組んでまいりました。

また、株式会社西日本フィナンシャルホールディングス（以下「西日本ＦＨ」）との間で締結した資本・業務提

携契約に基づいた、西日本ＦＨ顧客基盤への当社ソリューション提供などの協業拡大も進展いたしました。福岡県

を中心に不動産の売買・賃貸・仲介事業等を営む西日本不動産開発株式会社を新たに当社グループに加え、不動産

事業のさらなる展開を可能とするグループ戦略強化にも取組み、一層強固な経営基盤を構築することで企業価値の

向上に努めてまいりました。

これらの結果、中期経営計画に掲げた数値目標については、達成することができました。

【中期経営計画 数値目標と実績】

連 結
2024年３月

目 標

2024年３月

実 績
達成率

営業利益 40億円 46億円 115.9％

営業資産 1,660億円 1,820億円 109.7％

当連結会計年度の業績につきましては、各セグメントとも概ね好調に推移し、当初計画を上回る実績を計上いた

しましたが、前連結会計年度における賃貸資産（航空機）の売却による一過性収益及び特別利益の投資有価証券売

却益がなくなった反動減により、売上高は33,508百万円（前期比9.0％減）、営業利益は4,635百万円（前期比15.4

％減）、経常利益は4,593百万円（前期比15.3％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は3,048百万円（前期比

48.0％減）となりました。一方、環境関連分野向けの営業資産の積み上げや新規顧客開拓が堅調に推移したことに

より、営業資産残高は18,813百万円増加し182,070百万円（前期末比11.5％増）となりました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

①リース・割賦

環境関連分野向けなどの新規取扱高が増加いたしましたが、前連結会計年度において賃貸資産（航空機）の売却

収入を計上していたことにより、売上高は20,180百万円（前期比10.0％減）、営業利益は1,483百万円（前期比55.9

％減）となりました。なお、営業資産残高は90,511百万円（前期末比8.3％増）となりました。

②ファイナンス

営業資産の積み上げに伴い利息収入等が増収となり、売上高は1,834百万円（前期比13.1％増）、営業利益は
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1,050百万円（前期比11.7％増）となりました。なお、営業資産残高は41,693百万円（前期末比26.7％増）となりま

した。

③不動産

不動産販売収入の減少により、売上高は9,935百万円（前期比11.4％減）となりましたが、西日本不動産開発株式

会社のグループ化により、賃貸収入や仲介手数料収入が増加し営業利益は2,518百万円（前期比69.3％増）となりま

した。なお、営業資産残高は44,938百万円（前期末比6.1％増）となりました。

④フィービジネス

売上高は437百万円（前期比0.4％減）、営業利益は191百万円（前期比20.9％増）となりました。

⑤環境ソリューション

売上高は1,087百万円（前期比2.2％増）、営業利益は135百万円（前期比43.9％増）となりました。なお、太陽光

発電所を新規に取得したことなどにより営業資産残高は4,927百万円（前期末比12.5％増）となりました。

（２）当期の財政状態の概況

資産、負債及び純資産の状況

当連結会計年度末の資産合計は193,398百万円（前期末比10.2％増）と前連結会計年度末に比べ17,884百万円の増

加となりました。これは主に、リース債権及びリース投資資産の増加4,197百万円、割賦債権の増加2,983百万円、

営業貸付金の増加8,361百万円、賃貸不動産の増加4,549百万円、投資有価証券の増加3,221百万円、販売用不動産の

減少4,259百万円などであります。

負債合計は153,256百万円（前期末比11.4％増）と前連結会計年度末に比べ15,631百万円の増加となりました。こ

れは主に、借入金の増加8,637百万円、社債の増加7,800百万円、未払法人税等の減少1,431百万円などであります。

純資産合計は40,142百万円（前期末比5.9％増）と前連結会計年度末に比べ2,253百万円の増加となりました。こ

れは主に、利益剰余金の増加2,404百万円などであります。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ1,008百万円減少し5,087百万円と

なりました。

a.営業活動によるキャッシュ・フローの状況

営業活動によるキャッシュ・フローは14,865百万円の資金流出（前連結会計年度は1,299百万円の資金流出）と

なりました。これは主に、営業貸付金の増加8,361百万円、リース債権及びリース投資資産の増加3,964百万円、

賃貸資産の取得による支出3,520百万円など営業資産が増加したことによるものであります。

b.投資活動によるキャッシュ・フローの状況

投資活動によるキャッシュ・フローは903百万円の資金流出（前連結会計年度は3,618百万円の資金流入）とな

りました。これは主に、投資有価証券の売却等により400百万円の資金流入がある一方、連結範囲の変更を伴う子

会社株式の取得による支出970百万円、投資有価証券の取得による支出259百万円、無形固定資産の取得による支

出69百万円などの資金流出があったことによるものであります。

c.財務活動によるキャッシュ・フローの状況

財務活動によるキャッシュ・フローは14,728百万円の資金流入（前連結会計年度は1,157百万円の資金流出）と

なりました。これは主に、配当金の支払額640百万円、自己株式の取得による支出283百万円、リース債務の返済

による支出181百万円などがあった一方、長期・短期借入金の純増減額（収入）8,090百万円、社債の純増減額

（収入）7,765百万円などによる資金流入があったことによるものであります。
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（４）今後の見通し

当社グループの主要地盤である九州の経済においては、半導体関連産業を中心とした旺盛な設備投資に加え、天

神ビッグバンなどに代表される都市再開発により、高い成長率が予測されています。

一方で、不安定な海外情勢などの影響による資源・原材料価格の高騰が続いていることや、国内金融政策の見直

しに伴う金利の上昇が、経済活動や社会生活全般に大きな影響を与える懸念もあり、当社を取り巻く経営環境は依

然として不透明な状況が続くものと想定されます。

このような厳しい環境変化を成長の機会と捉え、当社グループは、中期経営計画「共創 2027 ～つながるチカラ

で未来を創造する～」（計画期間：2024年４月～2027年３月）をスタートさせました。

中期経営計画では、当社グループが中長期で目指す方向性として2030年ビジョン「総合金融サービスを提供する

伴走型企業として、取引先企業の課題解決や社会情勢の変化に対応する」を掲げております。

「確かな収益基盤の確立」、「新たな領域の創造」、「経営基盤強化」の３つを基本方針として、付加価値の高

い独創性のある総合金融サービス・ソリューション提供に注力し、取引先企業・地域との共創によるサステナブル

な成長と社会課題解決に挑戦することで、当社グループの企業価値向上に努めてまいります。

以上により、2025年３月期の連結業績につきましては、売上高34,500百万円（前期比3.0％増）、営業利益4,800

百万円（前期比3.5％増）、経常利益4,700百万円（前期比2.3%増）、親会社株主に帰属する当期純利益3,200百万円

（前期比5.0％増）を予想しております。

■中期経営計画「共創 2027 ～つながるチカラで未来を創造する～」の骨子

１．確かな収益基盤の確立

社会課題解決に合わせた「環境関連ビジネス」のさらなるステージアップや、多様で独創的なノウハウや知見

を持ったパートナー企業との連携強化による「ソリューション力の強化」などにより、これまで積み上げてきた

九州発の総合金融サービス企業としての基盤を確かなものにしてまいります。

２．新たな領域の創造

当社グループの主要地盤である全九州での半導体関連産業や、都市開発の活性化に伴い、幅広い業種への波及

効果が期待されております。営業エリアの拡大なども視野に入れ、より裾野を広げることで、多種多様な設備投

資ニーズへの対応を強化し、「新たなターゲットマーケット」の獲得に注力してまいります。

３．経営基盤強化

自らが “挑戦” “創造” “成長” できる働き甲斐のある企業風土の醸成を下支えに、マルチスキル人財の

育成、ＤＸ推進による事務・管理部門の合理化、組織横断的な連携強化や、営業支援機能の充実により、環境変

化に柔軟・迅速に対応可能な組織運営を実現してまいります。

これらを通じて、より一層の経営基盤の強化を図るとともに、企業価値の向上を図ってまいります。
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（５）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社では、配当につきましては、各事業年度の業績、財務状況、今後の事業展望を総合的に判断し実施すべきも

のと考えており、内部留保の充実による財務体質の強化を図りつつ、安定的に配当を実施することを基本方針とし

ております。

この方針に基づき、当期（2024年３月期）の期末配当金につきましては、2024年２月８日付「2024年３月期通期

連結業績の修正（上方修正）及び期末配当予想の修正（増配）に関するお知らせ」のとおり、普通株式１株につき

４円50銭増配の17円50銭とし、中間配当金の12円50銭と合わせた年間配当金を30円00銭とさせていただくこととい

たしました。

また、当社は、2024年11月１日をもって創立50周年を迎えます。2025年３月期の配当予想につきましては、１株

当たり年間30円00銭（中間配当15円00銭、期末配当15円00銭）の普通配当に加え、株主様の皆様の日頃のご支援に

感謝の意を表すため、４円00銭（中間配当２円00銭、期末配当２円00銭）の記念配当を実施し、合計34円00銭とす

ることを予定しております。この取組みにより、６期連続での増配となる予定です。

なお、当社は資本政策および配当政策の機動性確保の観点から、剰余金の配当等の決定機関を取締役会としてお

ります。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、連結財務諸表の企業間及び経年での比較可能性を確保するため、会計基準につきましては日本

基準を適用しております。なお、国際会計基準の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応し

ていく方針であります。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,095 5,087

受取手形及び売掛金 124 86

割賦債権 22,773 25,756

リース債権及びリース投資資産 56,067 60,265

営業貸付金 32,900 41,262

賃貸料等未収入金 304 285

販売用不動産 14,467 10,207

その他 471 444

貸倒引当金 △343 △396

流動資産合計 132,861 142,998

固定資産

有形固定資産

賃貸資産

賃貸不動産（純額） 25,806 30,356

その他（純額） 5,506 5,278

賃貸資産合計 31,313 35,634

その他の営業資産

リース賃借資産（純額） 2,554 2,333

その他（純額） 933 1,093

その他の営業資産合計 3,487 3,426

社用資産 567 555

有形固定資産合計 35,369 39,617

無形固定資産 384 548

投資その他の資産

投資有価証券 5,418 8,639

破産更生債権等 53 33

繰延税金資産 388 443

その他 1,038 1,118

投資その他の資産合計 6,898 10,234

固定資産合計 42,652 50,399

資産合計 175,514 193,398
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,376 2,261

短期借入金 29,545 44,998

1年内償還予定の社債 200 500

リース債務 363 317

未払法人税等 2,465 1,033

賞与引当金 159 171

債務保証損失引当金 277 270

その他 5,528 5,626

流動負債合計 40,916 55,179

固定負債

社債 1,800 9,300

長期借入金 84,879 78,064

リース債務 2,779 2,556

繰延税金負債 19 22

役員株式給付引当金 37 92

退職給付に係る負債 331 419

資産除去債務 415 435

長期預り敷金保証金 3,501 4,226

その他 2,945 2,958

固定負債合計 96,708 98,076

負債合計 137,624 153,256

純資産の部

株主資本

資本金 2,933 2,933

資本剰余金 811 811

利益剰余金 34,179 36,583

自己株式 △996 △1,277

株主資本合計 36,927 39,051

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 628 735

その他の包括利益累計額合計 628 735

非支配株主持分 332 355

純資産合計 37,889 40,142

負債純資産合計 175,514 193,398
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

売上高

リース売上高 22,059 19,720

不動産賃貸収入 2,436 3,002

割賦売上高 582 673

ファイナンス収益 997 1,174

その他の不動産関連収入 8,728 6,435

その他の売上高 2,002 2,502

売上高合計 36,807 33,508

売上原価

リース原価 17,870 17,353

不動産賃貸原価 993 1,346

資金原価 663 673

その他の不動産関連原価 8,155 5,336

その他の売上原価 666 792

売上原価合計 28,349 25,502

売上総利益 8,457 8,006

販売費及び一般管理費

貸倒引当金繰入額 81 112

債務保証損失引当金繰入額 19 △7

給料及び手当 787 934

賞与 358 395

退職給付費用 57 164

福利厚生費 233 281

賃借料 112 143

租税公課 194 125

減価償却費 145 135

その他 989 1,083

販売費及び一般管理費合計 2,979 3,370

営業利益 5,477 4,635

営業外収益

受取利息 0 3

受取配当金 94 55

為替差益 - 31

その他 23 19

営業外収益合計 117 109

営業外費用

支払利息 77 65

社債発行費 - 34

株主優待関連費用 30 23

支払手数料 42 17

その他 22 10

営業外費用合計 172 151

経常利益 5,422 4,593
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(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

特別利益

投資有価証券売却益 3,404 3

特別利益合計 3,404 3

特別損失

減損損失 114 37

組織再編関連費用 139 -

特別損失合計 254 37

税金等調整前当期純利益 8,572 4,559

法人税、住民税及び事業税 2,872 1,490

法人税等調整額 △161 △23

法人税等合計 2,710 1,466

当期純利益 5,862 3,092

非支配株主に帰属する当期純利益 0 43

親会社株主に帰属する当期純利益 5,862 3,048
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連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

当期純利益 5,862 3,092

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △1,110 106

その他の包括利益合計 △1,110 106

包括利益 4,751 3,198

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 4,751 3,154

非支配株主に係る包括利益 0 43
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,933 835 28,828 △999 31,597

当期変動額

剰余金の配当 △510 △510

親会社株主に帰属す

る当期純利益
5,862 5,862

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 3 3

非支配株主との取引

に係る親会社の持分

変動

△23 △23

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 - △23 5,351 3 5,330

当期末残高 2,933 811 34,179 △996 36,927

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 1,739 1,739 130 33,467

当期変動額

剰余金の配当 △510

親会社株主に帰属す

る当期純利益
5,862

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 3

非支配株主との取引

に係る親会社の持分

変動

△23

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

△1,110 △1,110 202 △908

当期変動額合計 △1,110 △1,110 202 4,422

当期末残高 628 628 332 37,889
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当連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,933 811 34,179 △996 36,927

当期変動額

剰余金の配当 △641 △641

親会社株主に帰属す

る当期純利益
3,048 3,048

自己株式の取得 △283 △283

自己株式の処分 2 2

連結子会社の決算期

変更に伴う増減
△2 △2

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 - - 2,404 △280 2,123

当期末残高 2,933 811 36,583 △1,277 39,051

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 628 628 332 37,889

当期変動額

剰余金の配当 △641

親会社株主に帰属す

る当期純利益
3,048

自己株式の取得 △283

自己株式の処分 2

連結子会社の決算期

変更に伴う増減
△2

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

106 106 22 129

当期変動額合計 106 106 22 2,253

当期末残高 735 735 355 40,142



13

（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 8,572 4,559

減価償却費 1,242 1,150

減損損失 114 37

貸倒引当金の増減額（△は減少） 43 137

賞与引当金の増減額（△は減少） 19 12

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） 19 △7

役員株式給付引当金の増減額（△は減少） 12 55

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △29 55

受取利息及び受取配当金 △94 △59

資金原価及び支払利息 741 739

社債発行費 - 34

為替差損益（△は益） 12 △31

投資有価証券売却損益（△は益） △3,404 △3

割賦債権の増減額（△は増加） △2,452 △2,997

リース債権及びリース投資資産の増減額（△は
増加）

△1,905 △3,964

営業貸付金の増減額（△は増加） △447 △8,361

販売用不動産の増減額（△は増加） △3,740 4,259

営業投資有価証券の増減額（△は増加） △807 △3,147

破産更生債権等の増減額（△は増加） 28 37

仕入債務の増減額（△は減少） 123 △127

賃貸資産の売却による収入 3,710 -

賃貸資産の取得による支出 △804 △3,520

その他の営業資産の取得による支出 △0 △320

その他 △717 182

小計 237 △11,278

利息及び配当金の受取額 94 58

利息の支払額 △740 △723

法人税等の支払額 △890 △2,922

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,299 △14,865
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(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

社用資産の取得による支出 △55 △4

無形固定資産の取得による支出 △112 △69

投資有価証券の取得による支出 △121 △259

投資有価証券の売却及び償還による収入 3,908 400

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

- △970

その他 △0 -

投資活動によるキャッシュ・フロー 3,618 △903

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △17,900 9,000

長期借入れによる収入 63,991 29,200

長期借入金の返済による支出 △48,545 △30,109

社債の発行による収入 2,000 7,965

社債の償還による支出 △200 △200

リース債務の返済による支出 △176 △181

自己株式の取得による支出 △0 △283

配当金の支払額 △509 △640

非支配株主からの払込みによる収入 244 -

非支配株主への払戻による支出 △9 △8

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得
による支出

△50 -

その他 - △11

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,157 14,728

現金及び現金同等物に係る換算差額 △12 31

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,149 △1,008

現金及び現金同等物の期首残高 4,947 6,095

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

△0 -

現金及び現金同等物の期末残高 6,095 5,087
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当連結会計年度において、連結子会社の㈱ケイ・エル・アイが2023年４月３日に新たに西日本不動産開発㈱の発

行済株式の全てを取得したため、同社を連結の範囲に含めております。

(追加情報)

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

当社は、取締役及び監査役(社外取締役及び社外監査役を除く)に対する業績連動型株式報酬制度「役員株式給

付信託(BBT)」及び一定の要件を満たした従業員に当社株式を給付するインセンティブプラン「従業員株式給付信

託(J-ESOP)」を導入しております(以下、合わせて「本信託」という。)。

本信託が所有する当社株式は、連結貸借対照表の純資産の部において自己株式として表示しており、当該自己

株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末において303百万円、1,024,200株、当連結会計年度末において

583百万円、1,202,400株であります。
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(セグメント情報等)

(セグメント情報)

１ 報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために定期的に検討を行う対象

となっているものであります。

当社は、幅広い顧客層に対して、リース・割賦や企業金融に対応するための融資、不動産賃貸や不動産販売など

の不動産業、生命保険の募集や自動車リース紹介などのフィービジネスを行っており、サービス形態に応じた区分

である「リース・割賦」、「ファイナンス」、「不動産」、「フィービジネス」及び「環境ソリューション」を報

告セグメントとしております。

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る記載と概ね同一であります。

３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 2022年４月１日 至 2023年３月31日)

(単位：百万円)
報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

連結財務
諸表計上
額(注)３

リース・
割賦

ファイナ
ンス

不動産
フィー
ビジネス

環境
ソリュー
ション

計

売上高

外部顧客への
売上高

22,433 1,621 11,216 438 1,064 36,774 32 36,807 － 36,807

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

－ － － － － － － － － －

計 22,433 1,621 11,216 438 1,064 36,774 32 36,807 － 36,807

セグメント利益
又は損失（△）

3,364 940 1,487 158 94 6,046 △3 6,043 △565 5,477

(注)１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物品販売等を含んでおります。

２. セグメント利益調整額△565百万円は、全社費用であり報告セグメントに帰属しない一般管理費でありま

す。

３. セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

当連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

連結財務
諸表計上
額(注)３

リース・
割賦

ファイナ
ンス

不動産
フィー
ビジネス

環境
ソリュー
ション

計

売上高

外部顧客への
売上高

20,180 1,834 9,935 437 1,087 33,474 34 33,508 － 33,508

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

－ － － － － － － － － －

計 20,180 1,834 9,935 437 1,087 33,474 34 33,508 － 33,508

セグメント利益
又は損失（△）

1,483 1,050 2,518 191 135 5,380 △18 5,361 △725 4,635

(注)１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、物品販売等を含んでおります。

２. セグメント利益調整額△725百万円は、全社費用であり報告セグメントに帰属しない一般管理費でありま

す。

３. セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。



17

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

１株当たり純資産額 1,651.72円 1,763.62円

１株当たり当期純利益金額 257.89円 134.10円

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２ 「１株当たり純資産額の算定に用いられた連結会計年度末の普通株式の数には、「役員株式給付信託

(BBT)」及び「従業員株式給付信託(J-ESOP)」制度の信託財産として株式給付信託が保有する当社株式を控

除しております（前連結会計年度1,024,200株、当連結会計年度1,202,400株）。

また、「１株当たり当期純利益の算定に用いられた普通株式の期中平均株式数」には、「役員株式給付信

託(BBT)」及び「従業員株式給付信託(J-ESOP)」制度の信託財産として株式給付信託が保有する当社株式を

控除しております（前連結会計年度1,031,307株、当連結会計年度1,030,471株）。

３ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自 2022年４月１日
至 2023年３月31日)

当連結会計年度
(自 2023年４月１日
至 2024年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 5,862 3,048

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益(百万円)

5,862 3,048

普通株式の期中平均株式数(株) 22,730,746 22,731,544

４ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 37,889 40,142

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 332 355

(うち非支配株主持分) (332) (355)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 37,556 39,786

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数(株)

22,737,835 22,559,574

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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４．補足情報

営業資産残高（連結）

セグメントの名称

前連結会計年度末
（2023年３月31日）

当連結会計年度末
（2024年３月31日）

期末残高
(百万円)

構成比
(％)

期末残高
(百万円)

構成比
(％)

リース・割賦

ファイナンス・リース 55,327 33.9 59,476 32.7

オペレーティング・リース 5,506 3.4 5,278 2.9

リース計 60,834 37.3 64,754 35.6

割賦販売 22,773 13.9 25,756 14.1

リース・割賦計 83,607 51.2 90,511 49.7

ファイナンス 32,900 20.2 41,693 22.9

不動産

オペレーティング・リース 25,806 15.8 30,459 16.7

その他 16,562 10.1 14,478 8.0

不動産計 42,369 25.9 44,938 24.7

環境ソリューション 4,378 2.7 4,927 2.7

合計 163,256 100.0 182,070 100.0
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５．その他

役員の異動

(１)取締役の異動（2024年６月27日予定）

昇任予定取締役

取締役常務執行役員 野中 康平（現 取締役上席執行役員）

(２)監査役の異動（2024年６月27日予定）

新任監査役候補者

社外監査役 中原 裕介（現 福岡地所㈱ 財務経理部長）

辞任予定監査役

社外監査役 小原 千尚


